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１ 理事長によるメッセージ 

 

  尾道市立大学は、瀬戸内の十字路として交通の要衝である尾道市に立地して、これま

で地域と共に発展して、特長・特色ある教育を実践して参りました。それは、先人達が 

努力して築いてきた尾道という地域での高等教育機関としての歴史と伝統を基盤として

おります。本学は、最高学府として社会からの負託に応えつつ、本学の理念である「知

と美」の探究と創造によりさらに学問領域を発展させるとともに、その成果を学生教育

に展開して次世代に伝達しております。また、公開講座等により地域社会にも還元して

おります。本学は、経済情報学部経済情報学科、芸術文化学部日本文学科、芸術文化学

部美術学科の 2 学部 3 学科と大学院の経済情報研究科、日本文学研究科、美術研究科の

3 研究科からなる規模としては小さな公立大学ですが、中国・四国地域を中心としなが

ら、全国各地から本学で学びたい（尾道で学びたい）学生が集まっております 。そうし 

た意欲ある学生たちは、各教育課程で学修者本位の教育を通して専門分野の所定単位数

を修得することで、学問の研鑽を積んで行きます。そして、本学のディプロマ・ポリシ

ー（DP）で示している以下の３つの学修成果を達成して、企業や地域から求められる有

為な人材として社会に羽ばたいていっています。 

 

（知識・技能） 

DP1：幅広い教養と専門的知識・技能を修得し、それらを総合的に活用することができ

る。 

（思考力・判断力・表現力）  

DP2：専門的知識・技能を活用した思考を通して、課題の発見や解決、表現の探究に取

り組むことができる。 

（主体性） 

DP3：豊かな人間性と幅広い視野をもち、主体的に問題解決や社会における実践に取り

組むことができる。 

 

優秀な学生を社会に多く送り出すことは、公立大学である本学のミッションであるこ

とは言うまでもありません。さらに、尾道の地域で学んだ卒業生・修了生が、それを国

際社会や地域での活動で「強み」に出来るように、すなわち「尾道での学びを誇れる大

学」となるように努力しております。そして、地域の皆様、関係諸機関の皆様のご協力

とご支援を賜りながら、公立大学として本来のミッションを遂行するとともに、「地域と

共に育つ大学」でありたいと思います。 

 

公立大学法人尾道市立大学 理事長 荒井 貴史 
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２ 公立大学法人尾道市立大学の概要 

 １．法人の目的（公立大学法人尾道市立大学定款第１条） 

この公立大学法人は、大学を設置及び管理することにより、尾道市における「知と

美」の探究・創造・発信を図る研究活動の拠点として、質の高い独創的な研究を推進

するとともに、また有為な人材を育成することをもって、学術・文化の向上と社会の

発展に貢献することを目的とする。 

 

２．基本的な目標 

（１）中期目標（第三期中期目標から抜粋） 

尾道市立大学は「知と美の探究と創造」を建学の基本理念として、経済情報学

部と芸術文化学部の２学部を持つ公立大学として設立された。経済情報、日本文

学、美術という３つの学科は、瀬戸内の産業・流通拠点として栄えた尾道の歴史、

文化と芸術を創造し受け継ぐ尾道の伝統を体現した編成であり、尾道市が設置し

た公立大学として、尾道女子専門学校創設以来、地域社会や国際社会に貢献する

有為な人材を育成してきた。  

少子化の急速な進行による人口減少、新型コロナウイルス感染症等の流行、グ

ローバル化の進展、様々な情報技術の急速な発展、SDGs の取組等により、大学

を取り巻く環境は今大きく変化している。その中で、未来を支える人材となる若

者が、社会経済の課題の多様化・複雑化に対応できるよう確かな専門的能力と豊

かな教養、自主的に考え行動できる主体性と積極性を持つことがますます重要に

なっている。そのために尾道市立大学は少人数教育の特長を生かし、「何事にも好

奇心を持ち、積極的にチャレンジする学生が育つ大学」「一人一人が成長を実感で

きる大学」「地域に入り、地域で学び、地域に還し、地域から発信していく大学」

の実現を目指す。 

重点課題として、次のことについて取り組むこととしている。詳細は、第三期

中期目標をご覧ください。 

重点課題  

１ 本学の特色である学科構成を生かした教養教育の充実と体系的な専門教育

の実現を図る。  

２ 卒業生の資質・能力を保証する「出口における質保証」の取組を推進する。  

３ 高度な専門的知識と技能、独創的な表現力、高いコミュニケーション能力

を持った人材を育成するカリキュラムと教育方法を開発し導入する。  

４ 各教員が質の高い優れた研究活動と創作活動を不断に行い、国内外に発信

していく。  

５ 尾道の歴史と伝統を学び、尊重し、「地域を学びの場として生かす教 

育・研究」を実践していく。 

 

（２） 理事長の理念や運営上の方針・戦略等 

    ア 理念 

尾道市立大学は、学術研究の中心として、広く知識を授け、深く専門の学芸

を教授研究して、知的、道徳的及び応用的能力を展開させ、もって国家社会の
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有為な人材の育成と学術研究の進展に寄与することを目的とする。 

    イ 運営上の方針 

中期目標に基づき，業務の効率的かつ効果的な運営を行う。 

 

（３）中期計画 

     第三期中期目標を達成するための第三期中期計画を作成している。重点課題と

して、次のことについて取り組むこととしている。詳細は、第三期中期計画をご

覧ください。 

     重点課題 

１．本学の特色である学科構成を生かした教養教育の充実と体系的な専門教育

の実現を図る。 

２．卒業生の資質・能力を保証する「出口における質保証」の取組みを推進す

る。 

３．高度な専門的知識と技能、独創的な表現力、高いコミュニケーション能力

を持った人材を育成するカリキュラムと教育方法を開発し導入する。 

４．各教員が質の高い優れた研究活動と創作活動を不断に行い、国内外に発信

していく。 

５．尾道の歴史と伝統を学び、尊重し、「地域を学びの場として生かす教育・研

究」を実践していく。 

 

３．業務内容 

（１）大学を設置し、これを運営すること。 

（２）学生に対して、修学、進路選択及び心身の健康等に関する相談その他の援助を

行うこと。 

（３）法人以外の者からの委託を受け、又はこれと共同して行う研究の実施その他の

法人以外の者との連携による教育研究活動を行うこと。 

（４）公開講座の開設その他の学生以外の者に対する学習の機会を提供すること。 

（５）尾道市立大学における教育研究の成果を普及し、及びその活用を促進すること。 

（６）前各号に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。 

 

４．沿革 

   昭和２１年 ７月 尾道市立女子専門学校開学 

   昭和２５年 ４月 尾道短期大学開学 

   平成１３年 ４月 尾道大学開学 

   平成１７年 ４月 尾道大学大学院開学 

   平成２４年 ４月 公立大学法人尾道市立大学設立 

             尾道市立大学に改称 

 

 ５．設立に係る根拠法 

   地方独立行政法人法（平成１５年法律第１１８号） 
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 ６．設立団体 

   尾道市 

 

 ７．組織図 

    

 

８．事務所の所在地 

   広島県尾道市久山田町１６００番地２ 

　

理
　
事
　
長
　

（
　
学
　
長
　

）

国際交流センター

附属図書館

地域総合センター

情報処理研究センター

教
育
研
究
審
議
会

経
営
審
議
会

医　務　室 学生相談室

教養教育センター

尾道市立大学美術館

教職支援センター

経済情報学科経済情報学部

総　務　係

日本文学研究科

美術研究科

美術学科

経済情報研究科

理
事
会

（
副
学
長
等

）

教　務　係

学　生　係

学　務　課

大学院

総　務　課

経　理　係

キャリアサポートセンター

キャリアサポートセンター係

日本文学科

事務局 企画広報室 企画広報係

学部

芸術文化学部

入試事務室
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 ９．資本金の額 

                               （単位：千円） 

区分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 

設立団体出資金 2,175,116 － － 2,175,116 

資本金合計 2,175,116 － － 2,175,116 

 

 １０．在学する学生の数 

総学生数 １，４１６人 

     学部学生 １，３７５人（経済情報 ９２８人 芸術文化 ４４７人） 

      大学院生    ２７人（経済情報 ５人 美術 ２２人） 

 

１１．役員等の状況（令和８年３月３１日現在） 

役 職 氏 名 任期 経歴等 

理事長 荒井 貴史 
令和６年４月１日～ 

令和１０年３月３１日 
学長 

理事 前田 謙二 
令和６年４月１日～ 

令和８年３月３１日 
副学長 

理事 桜田 知文 
令和６年４月１日～ 

令和８年３月３１日 
副学長 

理事 寺山 修司 
令和６年４月１日～ 

令和８年３月３１日 
事務局長 

理事（非常勤） 田邊 耕造 
令和６年４月１日～ 

令和８年３月３１日 

アンデックス株式

会社会長 

理事（非常勤） 菅  壽一 
令和６年４月１日～ 

令和８年３月３１日 
広島大学名誉教授 

監事（非常勤） 槇原 清隆 

令和６年７月１０日～ 

令和８事業年度に係る

財務諸表承認日 

税理士 

監事（非常勤） 島本 誠三 

令和６年７月１０日～ 

令和８事業年度に係る

財務諸表承認日 

弁護士 

 

１２．教職員の状況（令和８年３月３１日現在） 

（１）常勤教職員の状況 

 人数 前事業年度末からの増減 平均年齢 

教員 ５７人 △２人 

４７．７０歳 事務職員 ２５人 △１人 

合計 ８２人 △３人 

   ※教員数には学長を含めない。 
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  （２）非常勤教職員の状況   

 人数 

教員 １２５人 

事務職員   ７人 

合計 １３２人 

 

１３．ガバナンスの状況 

  （１）ガバナンスの体制 

    公立大学法人尾道市立大学業務方法書に基づき、職務の執行が法令や法人定款、

規程等への適合や業務の適正を確保するため、理事会、経営に関する重要事項を審

議する経営審議会及び教育研究に関する重要事項を審議する教育研究審議会を設置

し、経営及び教学運営双方に関する体制を整備している。また、役員教職員が内部

統制システムの維持・向上と事業に関わる法令等の遵守に努めている。 

 

  （２）法人の意思決定 

    本法人では、理事会、経営審議会、教育研究審議会を定期的に開催し、審議を経

て意思決定を行っている。 

 

３ 財務諸表の要約及び財務情報 

 １．財務諸表に記載された事項の概要並びに予算及び決算の概要等 

（１） 要約した財務諸表 

① 貸借対照表（財務諸表参照） 

                            （単位：百万円） 

資産の部 金額 負債の部 金額 

固定資産 ５，７１３ 固定負債 １８７ 

有形固定資産 ５，７１２   

無形固定資産      ０ 流動負債   ２８７ 

投資その他の資産      １ 未払金   １５８ 

流動資産 ７０１ 預り金    ６２ 

現金及び預金    ６９３  その他    ６６ 

その他      ７ 負債合計   ４７４ 

  純資産の部 金額 

  資本金  ２，１７５ 

   地方公共団体出資金 ２，１７５ 

  資本剰余金  ２，３８８ 

  利益剰余金  １，３７７ 

  純資産合計  ５，９４１ 

資産合計 ６，４１５ 負債純資産合計  ６，４１５ 
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   ② 損益計算書（財務諸表参照） 

                             （単位：百万円） 

 金額 

経常費用 １，５８８ 

   業務費 １，３５８ 

     教育経費 ３９３ 

     研究経費 ２６ 

     教育研究支援経費 ２２ 

受託研究費 １ 

受託事業費 ０ 

人件費 ９１４ 

一般管理費 ２２６ 

財務費用 ３ 

経常収益 １，６０６ 

運営費交付金収益 ７１５ 

授業料収益 ６９０ 

入学金収益 １４７ 

検定料収益 ３２ 

受託研究収益 ０ 

受託事業等収益 ０ 

補助金等収益 ０ 

寄附金収益 １２ 

財務収益 ０ 

雑益 ６ 

経常利益 １８ 

臨時損失 ０ 

当期純利益 １８ 

当期総利益 １８ 

 

③ 純資産変動計算書（財務諸表参照） 

                              （単位：百万円） 

項 目 資本金 資本剰余金 利益剰余金 純資産合計 

当期首残高 ２，１７５ １，２３７ １，３５９ ４，７７１ 

当期変動額 ０ １，１５１ １８ １，１６９ 

資本金の当期変動額 ０ ０ ０ ０ 

資本剰余金の当期変動額 ０ １，１５１ ０ １，１５１ 

利益剰余金の当期変動額 ０ ０ １８ １８ 

当期変動額合計 ０ １，１５１ １８ １，１６９ 

当期末残高 ２，１７５ ２，３８８ １，３７７ ５，９４１ 
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④ キャッシュ・フロー計算書（財務諸表参照） 

                              （単位：百万円）   

 金額 

業務活動によるキャッシュ・フロー １，３６８ 

投資活動によるキャッシュ・フロー △１，４６３ 

財務活動によるキャッシュ・フロー △６６ 

資金増加額 △１６２ 

資金期首残高 ６５６ 

資金期末残高 ４９３ 

 

（２）財務諸表に記載された事項の概要 

   ①主要な財務データの分析（内訳・増減理由） 

    ア 貸借対照表関係 

     （資産合計） 

       令和 7 年度末現在の資産合計は、前年度比 1,062 百万円増の 6,415 百万円

となっている。 

       主な要因として、固定資産については、増加要因として、建物が附属図書

館竣工及び減価償却との差引きにより 1,498 百万円増の 3,746 百万円となっ

たこと、構築物が附属図書館関連施設竣工及び減価償却との差引により 35 百

万円増の 102 百万円となったこと、工具器具備品が附属図書館書架等の設置

及びシステム更新によるリース資産増加及び減価償却の差引きにより 77 百

万円増の 338 百万円となったことが挙げられる。減少要因として、建物附属

設備が減価償却により 11 百万減の 115 百万となったこと、附属図書館竣工

により建設仮勘定を建物及び構築物に科目変更したことが挙げられる。 

       流動資産については、現金及び預金が 162 百万円減の 693 百万円となった

ことが挙げられる。 

     （負債合計） 

       令和 7 年度末現在の負債合計は、前年度比 107 百万円減の 474 百万円とな

っている。 

       主な要因として、固定負債については、長期リース債務がシステム更新に

よるリース資産増加及び減価償却との差引により 9 百万円減の 187 百万円と

なったことが挙げられる。 

       流動負債については、寄附金債務が 6 百万円減の 1 百万円となったこと、

未払金が 105 百万円減の 158 百万円となったこと、リース債務がシステム更

新によるリース資産増加により 9 百万円増の 64 百万円となったこと、預り

金が 3 百万円減の 62 百万円となったことが挙げられる。 

     （純資産合計） 

       令和 7 年度末現在の純資産合計は、前年度比 1,169 百万円増の 5,941 百万

円となっている。 

 

    イ 損益計算書関係 
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（経常費用）

令和 7 年度の経常費用は、前年度比 232 百万円増の 1,588 百万円となって

いる。

主な要因としては、修学支援制度改正による授業料減免の増となったこと

等により、教育経費 128 百万円増の 393 百万円となったこと、教職員数の増

及び退職者数の増となったこと等により人件費が前年度比81百万円増の914

百万円となったこと、校舎照明器具の LED 化、高圧ケーブル、浄化槽改修工

事、プロジェクタ更新等により一般管理費が前年度比 25 百万円増の 226 百

万円となったことが挙げられる。

（経常収益）

令和 7 年度の経常収益は、前年度比 250 百万円増の 1,606 百万円となって

いる。

主な要因としては、授業料減免の増となったこと等により運営費交付金収

益が前年度比 214 百万円増の 715 百万円となったことが挙げられる。

（当期総利益）

令和 7 年度の総利益は、前年度比 18,006 千円増の 18,593 千円となってい

る。

主な要因としては、授業料収益が前年度比 22 百万円増の 690 百万円とな

ったことが挙げられる。

ウ 純資産変動計算書関係

（資本剰余金の当期変動額）

令和 7 年度の資本剰余金の変動額は、1,151 百万円となっている。

主な要因としては、附属図書館竣工等により 1,249 百万円が増額となった

こと、減価償却費の計上により 97 百万円が減額となったことが挙げられる。

（利益剰余金の当期変動額）

令和 7 年度の利益剰余金の変動額は、18 百万円となっている。

エ キャッシュ・フロー計算書関係

（業務活動によるキャッシュ・フロー）

令和 7 年度の業務活動によるキャッシュ・フローの変動額は、前年度比

1,008 百万円増の 1,368 百万円となっている。

主な要因として、支出では、人件費支出が 15 百万円増の 914 百万円とな

ったこと、附属図書館関連設備費としてその他の業務支出が 43 百万円増の

181 百万円となったこと、収入では、運営費交付金収入が 977 百万円増の

1,815 百万円となったこと、寄附金収入が 100 百万円増の 112 百万円となっ

たことが挙げられる。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

令和 7 年度の投資活動によるキャッシュ・フローの変動額は、前年度比

1,417 百万円減の△1,463 百万円となっている。

主な要因としては、固定資産の取得による支出が 1,284 百万円減の△1,464
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百万円となったことが挙げられる。 

     （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

       令和 7 年度の財務活動によるキャッシュ・フローの変動額は、前年度比 1

百万円増の△66 百万円となっている。 

       主な要因としては、ファイナンスリース債務の返済による支出が、2 百万

円増の△63 百万円となったことが挙げられる。 

 

（表）主要な財務データの経年比較 

                               （単位：百万円） 

区分 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度 

資産合計 4,882 4,802 5,187 5,353 6,415 

負債合計 1,047 1,022 600 582 474 

純資産合計 3,834 3,780 4,587 4,771 5,941 

経常費用 1,310 1,334 1,404 1,355 1,588 

経常収益 1,369 1,377 1,399 1,356 1,606 

当期総利益 59 43 833 0 18 

業務活動によるキャッシュ・フロー 122 131 155 360 1,368 

投資活動によるキャッシュ・フロー △215 △31 △45 △179 △1,463 

財務活動によるキャッシュ・フロー △50 △50 △58 △68 △66 

資金期末残高 443 492 544 656 493 

 

（３）純資産の状況 

   資本金の状況 

                               （単位：千円） 

区分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 

設立団体出資金 2,175,116 － － 2,175,116 

資本金合計 2,175,116 － － 2,175,116 

 

２．目的積立金の申請状況及び使用内訳等 

    令和 7 事業年度は、当期総利益 18,593 千円のうち、中期計画における教育研究の

質の向上及び組織運営の改善に充てるため、18,593 千円を目的積立金として申請を

予定している。 

    なお、当該事業年度においては、前中期目標期間積立金を使用していない。 

 

３．重要な施設等の整備等の状況 

 ➀ 当該事業年度中に完成した主要施設等 

   附属図書館建設工事         １，５９８百万円 

附属図書館屋外施設建設工事        ４０百万円 

附属図書館書架設置工事          ８２百万円 

   附属図書館什器備品設置          １３百万円 

 ② 当事業年度中において継続中の主要施設等の新設・拡充 
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   Ｅ棟照明機器改修工事 

 ➂ 当事業年度に処分した主要施設等 

   該当なし 

 

 ➃ 当事業年度に担保に供した主要施設等 

   該当なし 

 

４．予算と決算との対比 

                                                                （単位：百万円） 

 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度 

予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 理由 

収入 1,424 1,308 1,396 1,295 1,575 1,372 1,781 1,590 3,073 2,611  

運営費交付金収入 437 452 408 458 509 547 710 717 1,677 1,815  

学生納付金収入 909 839 914 818 910 807 895 813 877 689  

補助金収入 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0  

雑収入 5 6 5 6 5 6 5 6 5 6  

外部資金等収入 8 10 8 9 8 10 8 15 188 100  

積立金取崩収入 62 0 59 0 140 0 161 37 323 0  

短期借入金収入 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0  

支出 1,424 1,249 1,396 1,250 1,575 1,370 1,781 1,581 3,073 2,673  

一般管理費 123 114 135 137 171 133 176 170 172 168  

人件費 905 868 897 857 928 930 903 832 972 913  

教育研究経費 335 205 329 219 372 217 365 248 352 228  

外部資金等経費 8 8 8 8 8 10 8 8 7 83  

補助金事業経費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0  

施設等整備費 51 51 25 27 94 77 327 320 1,567 1,278  

収入―支出 0 59 0 44 0 1 0 9 0 △62  

 

４ 事業に関する説明 

１．財源の状況（財源の内訳、財源構造の概略等） 

本法人の経常収益は 1,606,804 千円で、その内訳は、運営費交付金収益 715,026 千

円（44.5％）学生納付金収益 870,095 千円（54.2％）その他 21,680 千円（1.3％）と

なっている。 

※括弧書きは、経常収益に占める割合 

 

２．財務情報及び業務の実績に基づく説明 

  （教育） 

    教育の内部質保証に係る点検・評価を実施し、分析結果として、有効な取り組み

の継続進化、課題の抽出、改善策を検討し、「学修成果到達度に係る学生の自己評価」

でも挙げられている学生の学修成果を各種調査によって可視化し、学生からの意見・
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評価を集約・公開することにより、成果と課題を共有する等の対応に取り組んだ。 

    経済情報学部において、情報コースを中心に点検を行い、科目の新設等を実施し

た。情報コースに 4 科目新設し、情報コース 2 科目、共通専門科目 1 科目を閉講と

した。経済コースの 1 科目、情報コースの 1 科目について開講学期を変更した。 

    シラバス作成について、ディプロマ・ポリシーとシラバス上の到達目標の対応の

関連性等、適切なものであるかを記載要領をもとに相互点検を行った。 

    各学科の特性により、地域を活用したフィールドワークや地域学習を実施すると

ともに、公開ゼミや公共施設、尾道市内企業において学修成果の展示を実施し、地

域との知的交流を図った。 

    学修ポートフォリオの改訂、作成指導をし、有効な活用に向け取り組み、学修の

振り返り、演習事業等の進捗状況確認、個別指導において活用した。 

    入試区分と成績との関連性を GPA 等により検証し、大きくは、入試区分による差

が生じていないことを確認した。 

    入学者選抜試験の検討において、経済情報学科では、2028 年度学校推薦型選抜一

般推薦から従来の A 基礎学力検査(英語)に、B 基礎学力検査(数理データサイエンス)

を新たに設けてどちらかを選択できるように変更した。学校推薦型選抜一般推薦の

入学定員を、A25 名、B25 名とし、合計 50 名に変更した。学校推薦型選抜一般推薦

で 15 名増やした定員分は、一般選抜（前期）の定員を 15 名減らすよう変更した。

芸術文化学部日本文学科では、2028 年度学校推薦型選抜から入学定員を 2 名増や

し、一般選抜（前期）の入学定員を 2 名減らす変更を行い、志願者の年内入試志向

に対応した。 

    早期からの市内企業の認知度向上を目的としたランチタイム業界研究会を商工会

議所との連携により開催し、前年度より3社増加の9社の市内企業の参加があった。  

本年度は新たに学内に「地元企業紹介コーナー」を設け、合計 6 社の資料を一定期

間（2 か月間）設置し、地元企業への更なる認知度の向上に努めた。 

    年度始めに、履修相談会を実施し、266 名の学生が参加した。また、新入生に対

して、令和 7 年度メンタルヘルス調査を実施した。 

困り感を抱える学生について、ケース会議を開催し、チューター、医務室、教務

係、学科委員で当該学生の状況を共有した。見守り学生と修学支援学生について、

定期的に面談を行い、支援内容を調整し、対応した。 

教職員に対して、「発達障害のある学生に対するプログラムと支援」とのテーマで

学内研修会を開催した。 

    大学院教育のあり方を踏まえた学生確保の取組みについては、継続して取組中で

あり、令和７年度は各研究科では以下のような取組みを実施している。 

（１）経済情報研究科 

      本学学部生の大学院への興味を喚起するために、修了発表会を学部生にも公

開するとともに、早期履修制度について説明会を行い、周知に努めている。 

また、留学生の受け入れについて、協定校との合同カンファレンスにおいて、

大学院の研究成果の報告や本学大学院の魅力を発信し、参加者からダブルディ

グリ－留学生 3 名を受け入れた。 

   （２）日本文学研究科 
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      大学院への進学を喚起するために、教員による大学院説明会、修了生による

受験相談会を実施し、カリキュラムや入試要項の説明とは異なる視点での修了

生からの受験準備や大学院での生活の様子等の説明を行った。 

大学院進学者について、2 名の志願者があり、両名が入学することとなった。 

（３）美術研究科 

      美術研究科では、内部進学志願者増加に向け、３コースともに 1 年生を除く

学部学生、主に進路に迷い始める３・４年生を中心に大学院進学の全体説明会

を継続的に行っている。また学部生にも授業見学を勧めたりと大学院を身近に

感じる取組みを行っている。具体的に日本画コースでは、授業で著名な作家が

外部招聘講師として来られた際に、学部生のアトリエを訪問し作品に感想を求

めたりする交流の場を設けた。また、大学院のアトリエを学部生が訪問し、教

材の紹介、技法の説明等を行う交流の場を設けた。油画コースでは大学院との

合同講評会を行い、大学院生によるスライド発表会に学部生を参加させている。

デザインコースでは学生アニメーション映画祭に学部、大学院共同で作品発表

する機会を設けた。また西洋美術史特講でも学部生に見学できる機会を設けた。 

     また、他学への広報から、他大学、外国からの映像・イラストレーションへの

入学希望者が増加している。 

 

  （研究） 

    海外協定校との合同カンファレンス及び県立広島大学との共催により、公開講座

「尾道×宮島 ミニ歴史講座」を開催した。 

    学長裁量費による美術学科日本文学科教員の共同研究（非連続テキストと連続テ

キストの交差にかんする基礎的研究 教育の場を中心に―）が企画実施され、尾道

市立大学美術館展覧会「Curriculum-授業作品展-」において公開した。 

愛知県立芸術大学、広島市立大学との３大学展、小学校や保育園においてワーク

ショップを開催した。 

国内外の研究者との共同研究を学長裁量教育研究費や外部補助金を活用し、実施

している。 

 

  （業務運営） 

    年度当初の説明会等による修学支援制度の周知、本学独自の授業料減免制度の実

施により、授業料等減免について、前期は、申請数が 382 件、許可数が 357 件であ

った。うち、多子世帯について 216 件であった。また、本学独自の授業料減免制度

による減免数は、6 件であった。後期は、申請数が 369 件、許可数が 352 件であっ

た。うち、多子世帯について 210 件であった。また、本学独自の授業料減免制度に

よる減免数は、5 件であった。授業料等減免者数が前年度比 1.9 倍と大幅な増加と

なった。経済的理由による休学者数 4 件、退学者数 3 件であった。 

    学内研修実施ならびに学外研修及びオンライン研修への参加により、教職員の能

力向上に取り組んだ。 

    情報セキュリティポリシーに基づき、情報倫理教育やセキュリティ研修を行った。 

    科研費コンプライアンス研修・研究倫理研修・応募申請研修を実施し、研究倫理
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教育に取り組んだ。また、法令遵守に係る各種学内研修を実施した。 

 

  （財務内容） 

    新附属図書館建設に関する寄附金を獲得し、その財源確保に努めた。 

昨年から継続して科研費採択に向けた支援を外部委託し、採択数向上に取り組ん

だが、現状成果としてはあらわれていない。 

    長期契約や優先順位の低い保守契約の停止、指名業者の検討により、経費節減に

取り組んだが、人件費の増加、物価高騰による経費の増加により、経常的費用の減

少には至らなかった。 

 

  （施設整備） 

    新附属図書館が竣工し、書架什器備品の設置も完了した。令和 8 年秋旬の開館に

向け、図書移動、ネットワーク設置等施設整備の推進している。 

講義室の LED 化やプロジェクタ更新等経年劣化による施設保全等の施設の維持

管理整備に取り組んだ。 

 

３．業務運営上の課題・リスク及びその対応策 

（１）リスク管理の状況 

法人は、業務実施の障害となる要因を事前にリスクとして識別、分析及び評価

し、当該リスクへの適切な対応を可能とするため，業務フローの整理並びに業務

フローの各段階におけるリスク及びその発生原因の分析並びに必要な規程等の整

備に努めている。 

 

  （２）業務運営上の課題・リスク及びその対応策の状況 

     法人の業務運営上の課題・リスク及びその対応策の状況は、公立大学法人尾道

市立大学危機管理規程において、危機事象の対処のために必要と判断する場合は、

速やかに当該事態に係る危機管理対策本部を設置することとし、対応策を検討・

指示することとしている。 

 

４．内部統制の運用に関する情報 

本法人は，役員（監事を除く。）の職務の執行が法又は他の法令，尾道市の条例若し

くは規則又は法人の定款に適合することを確保するための体制その他法人の業務の

適正を確保するための体制（以下「内部統制システム」という。）の整備に関する事項

を業務方法書に定めている。 

（内部統制に関する基本事項） 

第３条 法人は役員（監事を除く。）の職務の執行が法又は他の法令、尾道市の条例

若しくは規則又は定款に適合することを確保するための体制その他法人の業務

の適正を確保するための体制（以下「内部統制システム」という。）を整備し、継

続的な見直しを図るとともに、役員及び教職員（以下「役教職員」という。）への

周知や研修の実施、必要な情報システムの更新に努めるものとする。 

２ 法人は、内部統制システムに関する事務を統括する役教職員その他の内部統制
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システムの整備の推進のための体制について決定するものとする。 

３ 法人は、前項の体制に基づき、モニタリングを行うために必要な措置を講ずる

ものとする。 

４ 内部統制システムに関する事務を統括する役教職員は、定期的な連絡の機会を

設け、内部統制システムに関する事務を統括する役員に対し、必要な報告が定期

的に行われることを確保することとする。 

 

５．翌事業年度に係る予算 

 （１）令和８年度予算 

                                                 （単位：百万円） 

  区 分 金 額 

収入（A）    

運営費交付金収入  ６８３  

補助金収入  ０  

学生等納付金収入  ８７８  

雑収入  ５  

外部資金等収入  ７  

目的積立金取崩収入  １７８  

短期借入金収入   ０  

計  １，７５２  

    

支出（B）    

一般管理費  １７７  

人件費  ９６９  

教育研究経費  ４６３  

 外部資金等経費  ７  

 補助金事業経費  ０  

 施設等整備費  １３５  

計  １，７５２  

収入－支出 （A-B）  －  

  注 外部資金等には、科学研究費補助金（間接経費を除く。）を含まない。 

 

  （２）令和８年度収支計画 

                                                 （単位：百万円） 

  区 分 金 額 

費用の部  １，６４３  

経常費用  １，６４３  

業務費  １，３７２  

教育研究経費  ３９５  

外部資金等経費  ７  
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人件費  ９６９  

一般管理費  １７５  

財務費用  ２  

減価償却費  ９３  

臨時損失  ０  

    

収入の部  １，６４３  

経常利益  １，５７４  

運営費交付金収益  ６８３  

学生等納付金収益  ８７８  

外部資金等収益  ７  

  雑益  ５  

 臨時利益  ０  

純利益  △６８  

 目的積立金取崩額  ４０  

 積立金取崩額  ２８  

総利益  ０  

  注 収支計画と予算との額の違いは、資産取得及び減価償却に係るものである。 

 

（３）令和８年度資金計画 

                                （単位：百万円） 

  区 分 金 額 

資金支出  ２，９５２  

業務活動による支出  １，５５０  

  投資活動による支出  １３５  

  財務活動による支出  ６７  

  翌年度への繰越金  １，１９９  

    

資金収入  ２，９５２  

業務活動による収入  １，５７４  

 運営費交付金収入  ６８３  

 学生等納付金収入  ８７８  

 外部資金等収入  ７  

 雑収入  ５  

投資活動による収入  １，３７７  

財務活動による収入  ０  

   注 資金計画と予算との額の違いは、資金運用に係るものである。 

 

６ 参考情報 
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 １．財務諸表の科目の説明 

  （１）貸借対照表 

有形固定資産 土地、建物、構築物等、公立大学法人が長期にわたり使用す

る目的で保有している有形の固定資産。 

減価償却累計額 減価償却処理（時の経過、使用により劣化が生じる固定資産

を取得した際に、取得費用を耐用年数に応じ費用に計上する

会計処理）により資産の価額を減少させた累計額。 

現金及び預金 現金(通貨及び小切手等の通貨代用証券)と預金（普通預金、

当座預金及び一年以内に満期又は償還日が 

訪れる定期預金等）の合計額。 

その他投資その他

の資産 

投資有価証券、敷金・保証金等が該当。 

長期繰延補助金等 補助金等により償却資産を取得した場合、当該償却資産の貸

借対照表計上額と同額を預り補助金等から長期繰延補助金

等に振り替える。計上された長期繰延補助金等については、

当該償却資産の減価償却を行う都度、それと同額を補助金等

収益に振り替える。 

預り金 科学研究費助成事業等預り金、預り金等が該当。 

資本金 尾道市からの出資相当額 

資本剰余金 尾道市から交付された施設費等により取得した資産(建物等)

等の相当額。 

利益剰余金 公立大学法人の業務に関連して発生した剰余金の累計額。前

中期目標期間繰越積立金、目的積立金、積立金が該当。 

 

  （２）損益計算書 

業務費 公立大学法人の業務に要した経費。 

教育経費 公立大学法人の業務として学生等に対し行われる教育に要

した経費。 

研究経費 公立大学法人の業務として行われる研究に要した経費。 

教育研究支援経費 附属図書館、美術館等の特定の学部等に所属せず、法人全体

の教育及び研究の双方を支援するために設置されている施

設又は組織であって学生及び教員の双方が利用するものの

運営に要する経費。 

人件費 公立大学法人の役員及び教職員の給与、賞与、法定福利費等

の経費。 

一般管理費 公立大学法人の管理その他の業務を行うために要した経費。 

財務費用 支払利息等が該当。 

運営費交付金収益 運営費交付金のうち、当期の収益として認識した相当額。 

学生納付金収益 授業料収益、入学金収益、検定料収益等の合計額。 

その他間接経費収 受託研究、受託事業、共同研究に係る間接経費収益が該当。 
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益 

臨時損益 固定資産の売却（除却）損益等が該当。 

 

  （３）キャッシュ・フロー計算書 

業務活動による  

キャッシュ・フロー 

原材料、商品又はサービスの購入による支出、人件費支出及

び運営費交付金収入等の、公立大学法人の通常の業務の実施

に係る資金の収支状況。 

投資活動による  

キャッシュ・フロー 

固定資産や有価証券の取得・売却等による収入・支出等の将

来に向けた運営基盤の確立のために行われる投資活動に係

る資金の収支状況。 

財務活動による  

キャッシュ・フロー 

増減資による資金の収入・支出、債券の発行・償還及び借入

れ・返済による収入・支出等、資金の調達及び返済等に係る

資金の収支状況。 

 



 

 

 

令和７年度 

 

 

 

決 算 報 告 書 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自 令和 ７年（２０２５年） ４月 １日 

 

至 令和 ８年（２０２６年） ３月３１日 

 

 

 

公立大学法人尾道市立大学 

  



令和７年度 決算報告書 

 

公立大学法人尾道市立大学 

 

（単位：百万円） 

区分 予算 決算 差額 

（決算―予算） 

備考 

収入 

 運営費交付金収入 

補助金収入 

学生等納付金収入 

雑収入 

外部資金等収入 

目的積立金取崩収入 

短期借入収入 

 計 

 

１，６７７ 

０ 

８７７ 

５ 

１８８ 

３２３ 

０ 

３，０７３ 

 

１，８１５ 

０ 

６８９ 

６ 

１００ 

０ 

０ 

２，６１１ 

 

１３７ 

０ 

△１８８ 

１ 

△８８ 

△３２３ 

０ 

△４６２ 

 

（注１） 

 

（注２） 

 

（注３） 

（注４） 

 

支出 

一般管理費 

人件費 

教育研究経費 

外部資金等経費 

補助金事業経費 

施設等整備費 

 計 

 

１７２ 

９７２ 

３５２ 

７ 

０ 

１，５６７ 

３，０７３ 

 

１６８ 

９１３ 

２２８ 

８３ 

０ 

１，２７８ 

２，６７３ 

 

△４ 

△５９ 

△１２３ 

７５ 

０ 

△２８８ 

△４０３ 

 

 

 

（注５） 

（注６） 

 

（注６）（注７） 

収入―支出 ０ △６２ △６２  

○予算と決算の差異について 

（注１）授業料免除対象者及び教職員退職者の増加等による差異により、予算額に比して決算額が増

加しました。 

（注２）休学者及び退学者等の減少による学生数及び受験者数の増加並びに授業料免除対象者の増加

等による差異により、予算額に比して決算額が減少しました。 

（注３） 附属図書館建設工事関連特定寄付金の減少等による差異により、予算額に比して決算額が減

少しました。 

（注４） 予算段階で見込んだ経費が不要となったこと等により予算額に比して決算額が減少しまし

た。 

（注５） 授業料免除対象者の増加による奨学費の増加及び教員の欠員等による研究費の減少並び入札

残等による経費の抑制を図ったことにより、予算額に比して決算額が減少しました。 

（注６）附属図書館建設工事関連経費を施設等整備費から特定寄付金事業経費への振り替えをしまし

た。 

（注７）附属図書館建設工事関連の入札残等による経費の抑制を図ったことにより、予算額に比して

決算額が減少しました。 



○損益計算書の計上金額と決算額の差異について 

 （１）決算報告書では、当該年度に取得した固定資産取得額を計上しています。 

    また、減価償却費は計上していません。 

（２）損益計算書では授業料及び入学金の減免額を収益計上し、かつ、奨学費として費用計上して

いますが、決算報告書では、計上していません。 



公立大学法人　尾道市立大学

令和７年度

財　　務　　諸　　表

第１４期

自　令和　７年（2025年） 4月 1日

至　令和　８年（2026年） 3月31日



（目　次）

貸借対照表 1

損益計算書 3

純資産変動計算書 5

キャッシュ・フロー計算書 6

利益の処分に関する書類 7

注記 8

附属明細書 12

(1)

13

(2) 棚卸資産の明細 14

(3) 有価証券の明細 14

(4) 長期貸付金の明細 14

(5) 長期借入金の明細 14

(6) 引当金の明細 14

(7) 資産除去債務の明細 14

(8) 保証債務の明細 14

(9) 資本剰余金の明細 15

(10) 目的積立金の取崩しの明細 15

(11) 運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細 15

(12) 運営費交付金以外の地方公共団体等からの財源措置の明細 16

(13) 役員及び教職員の給与の明細 16

(14) 開示すべきセグメント情報 16

(15) 業務費及び一般管理費の明細 16

(16) 寄附金の明細 20

(17) 受託研究の明細 20

(18) 共同研究の明細 20

(19) 受託事業等の明細 20

(20) 科学研究費助成事業等の明細 21

(21) 上記以外の主な資産、負債、費用及び収益の明細 21

固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（「会計基準第87

特定の償却資産の減価に係る会計処理」による損益外減価償

却相当額も含む。）並びに減損損失の明細



資産の部

Ⅰ   固定資産

 1   有形固定資産

      土地 811,373

      建物 4,827,590

         減価償却累計額 △ 1,081,283 3,746,307

      建物附属設備 213,692

         減価償却累計額 △ 97,862 115,829

      構築物 149,200

         減価償却累計額 △ 46,294 102,905

      機械装置 1,622

         減価償却累計額 △ 1,622 0

      工具器具備品 529,599

         減価償却累計額 △ 191,200 338,399

      図書 562,145

      美術品・収蔵品 35,090

      車両運搬具 10,571

         減価償却累計額 △ 10,571 0

      有形固定資産合計 5,712,051

 2   無形固定資産

      ソフトウェア 483

      電話加入権 0

      無形固定資産合計 483

 3   投資その他の資産

      長期前払費用 106

      その他投資その他の資産 945

      投資その他の資産合計 1,051

         固定資産合計 5,713,586

Ⅱ   流動資産

   現金及び預金 693,993

   その他未収金 3,875

   棚卸資産 230

   前払費用 1,177

   立替金 2,531

         流動資産合計 701,807

            資産合計 6,415,394

貸　借　対　照　表
（令和8年3月31日現在）

（単位：千円）



負債の部

Ⅰ   固定負債

   長期繰延補助金等 ※ 392

   長期未払金

      長期リース債務 186,762 186,762

         固定負債合計 187,154

Ⅱ   流動負債

   預り補助金等 100

   寄附金債務 ※ 1,042

   前受受託研究費等 ※ 332

   前受受託事業費等 ※ 59

   未払金 158,849

   リース債務 64,193

   前受金 425

   預り金 62,231

         流動負債合計 287,235

            負債合計 474,390

純資産の部

Ⅰ   資本金

   地方公共団体出資金 2,175,116

         資本金合計 2,175,116

Ⅱ   資本剰余金

   資本剰余金 3,462,133

   △減価償却相当累計額 ※ △ 1,073,925

         資本剰余金合計 2,388,208

Ⅲ   利益剰余金

   前中期目標期間繰越積立金 ※ 1,358,498

   教育研究充実積立金 587

   当期未処分利益 18,593

   ( うち当期総利益  18,593 )

         利益剰余金合計 1,377,679

            純資産合計 5,941,003

               負債純資産合計 6,415,394

※ 地方独立行政法人固有の会計処理に係る勘定科目です。



経常費用

  業務費

    教育経費 393,906

    研究経費 26,096

    教育研究支援経費 22,023

    受託研究費 ※ 1,115

    受託事業費 ※ 701

    役員人件費 18,131

    教員人件費 704,100

    職員人件費 192,391 1,358,467

  一般管理費 226,584

  財務費用

    支払利息 3,114 3,114

 経常費用合計 1,588,167

経常収益

  運営費交付金収益 ※ 715,026

  授業料収益 ※ 690,169

  入学金収益 ※ 147,133

  検定料収益 32,793

  受託研究等収益 ※ 925 925

  受託事業等収益 ※ 779 779

  寄附金収益 ※ 12,300

  補助金等収益 ※ 549

  財務収益

    受取利息 526 526

  雑益

    財産貸付料収益 1,279

    証明書手数料収益 127

    物品等売払収益 300

    物品受贈益 0

    科学研究費補助金間接費収益 ※ 609

    その他間接経費収益 ※ 401

    大学入学共通テスト事業収益 3,330

    その他雑益 553 6,601

 経常収益合計 1,606,804

経常利益 18,636

臨時損失

  固定資産除却損 43 43

当期純利益 18,593

当期総利益 18,593

損　益　計　算　書
（令和7年(2025年)4月1日～令和8年(2026年)3月31日）

（単位：千円）



　減価償却相当額 △ 97,888

　賞与引当増加相当額 △ 8,631

　退職給付引当増加相当額 △ 52,861

　小計 △ 159,380

施設費収益相当額 -

その他 -

資本剰余金を減額したコスト等を含めた損益相当額 △ 140,787

科学研究費助成事業に関する注記

当事業年度に受け入れた額 2,030

当事業年度に支出した額 4,911

※ 地方独立行政法人固有の会計処理に係る勘定科目です。



減価償却相当累
計額

減損損失相
当累計額

利息費用相
当累計額

承継資産に
係る費用相
当累計額

除売却差額
相当累計額

うち当期総
利益

2,175,116 2,175,116 2,213,096 △ 976,036 0 0 0 0 1,237,059 1,358,498 0 587 0 1,359,085 0 0 4,771,261

0 0

0 0

出資金の受入 0 0 0

不要財産の出資等団体への納付による減資 0 0 0

0 0

固定資産の取得 1,249,037 1,249,037 0 1,249,037

固定資産の除売却 0 0 0

減価償却 △ 97,888 △ 97,888 0 △ 97,888

固定資産の減損 0 0 0

時の経過による資産除去債務の増加 0 0 0

資産除去債務の履行に伴う取り崩し 0 0 0

承継資産の使用等 0 0 0

出資等に係る不要財産の出資等団体への納付 0 0 0

その他の資本剰余金の当期変動額（純額） 0 0 0

0 0

(1) 利益の処分又は損失の処理 0 0

前中期目標期間からの繰越し 0 0 0

利益処分による積立 0 587 △ 587 0 0

利益処分による取り崩し 0 0 0

設立団体等納付金の納付 0 0 0

(2) その他 0 0

当期純利益 0 18,593 18,593 18,593 18,593

前中期目標期間繰越積立金取崩額 0 0 0

教育研究充実積立金取崩額 0 0 0

その他の利益剰余金の当期変動額（純額） 0 0 0

0 0 0

0 0 1,249,037 △ 97,888 0 0 0 0 1,151,148 0 587 18,006 18,593 18,593 0 0 1,169,742

2,175,116 2,175,116 3,462,134 △ 1,073,925 0 0 0 0 2,388,208 1,358,498 587 18,593 18,593 1,377,679 0 0 5,941,004

（令和7年(2025年)4月1日～令和8年(2026年)3月31日）

設立団体出
資金

5

当期末残高

当期首残高

当期変動額

Ⅰ　資本金の当期変動額

Ⅱ　資本剰余金の当期変動額

Ⅲ　利益剰余金の当期変動額

Ⅳ　評価・換算差額等の当期変動額（純額）

当期変動額合計

純資産変動計算書

資本金合計

Ⅰ　資本金

教育研究充
実積立金

資本剰余金

（単位：千円）

その他有価
証券評価差
額金

純資産合計
評価・換算
差額等合計

資本剰余金
合計額

Ⅱ　資本剰余金 Ⅲ　利益剰余金 Ⅳ　評価・換算差額等

その他行政コスト累計額
前中期目標
期間繰越積
立金

当期未処分
利益

利益剰余金
合計



Ⅰ

△ 162,838

△ 914,816

△ 181,639

1,815,026

509,129

147,133

32,793

1,075

710

610

0

112,263

6,590

2,365

1,368,405

Ⅱ

0

△ 1,464,506

0

0

△ 1,464,506

526

△ 1,463,980

Ⅲ

△ 63,605

△ 63,605

△ 3,114

△ 66,720

Ⅳ △ 162,295

Ⅴ 656,288

Ⅵ 493,993

　　受託研究等収入

キャッシュ・フロー計算書

（令和7年(2025年)4月1日～令和8年(2026年)3月31日）

（単位：千円）

業務活動によるキャッシュ・フロー

　　原材料、商品又はサービスの購入による支出

　　人件費支出

　　その他の業務支出

　　運営費交付金収入

　　授業料収入

　　入学金収入

　　検定料収入

　　その他投資活動による支出

　　受託事業等収入

　　補助金等収入

　　補助金等の精算による返還金の支出

　　寄附金収入

　　その他の業務収入

　　預り金の増減

　業務活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

　　有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出

　　施設費等による収入

　　定期預金の預入れによる支出

　　　小　計

　　利息及び配当金の受取額

　投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

　　ファイナンスリース債務の返済による支出

　　　小　計

　　利息の支払額

　財務活動によるキャッシュ・フロー

資金増加額

資金期首残高

資金期末残高



Ⅰ 当期未処分利益 18,593,762

当期総利益 18,593,762

Ⅱ 利益処分額

積立金

18,593,762 18,593,762 18,593,762

　教育研究の質の向上及び運
営組織の改善目的積立金

利益の処分に関する書類

（令和7年(2025年)4月1日～令和8年(2026年)3月31日）

（単位：円）

第１４期

地方独立行政法人法第40条第3
項により設立団体の長の承認
を受けようとする額



建物 年 ～ 年

建物附属設備 年 ～ 年

構築物 年 ～ 年

機械装置 年

工具器具備品 年 ～ 年

車両運搬具 年

47

14

注記

　 期間進行基準を採用しています。

　 なお、退職手当については、費用進行基準を採用しています。

Ⅰ　重要な会計方針

１　収益の計上基準

２　減価償却の会計処理方法

(1)　有形固定資産

(2)　無形固定資産

　なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（5年）で
償却を実施しています。

　定額法を採用しています。

　耐用年数については、法人税法上の耐用年数を基準としていますが、主な資産の耐用年
数は次のとおりになっています。

　定額法を採用しています。

10

6

10

9

5

6

50

34

(1)　運営費交付金収益及び授業料収益

(2)　検定料収益

　検定料収益は当法人の実施する入試に係る収益であり、入試を実施する履行義務を負っており
ます。当該履行義務は、志願者に試験結果を通知した一時点において充足されると判断し、収益
を認識しております。

　ただし、リース資産については、リース期間を耐用年数としています。
　法人化に当たり尾道市から承継した固定資産については、尾道市における承継時の残存
耐用年数（1年未満のものは1年）をもって、耐用年数としています。
　また、特定の資産（地方独立行政法人会計基準及び地方独立行政法人会計基準注解（以
下「会計基準」といいます。）第87）の減価償却費相当額については、損益外減価償却累
計額として資本剰余金から控除しています。

　当事業年度より、「地方独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」（令和8年3月
31日改訂）を適用しています。



４　リース取引の会計処理

６　財務諸表及び附属明細書の表示単位

Ⅲ　損益計算書関係

　　記載すべき事項はありません。

Ⅳ　キャッシュ・フロー計算書関係

(1)　資金の期末残高の貸借対照表表示科目別の内訳

(a)現物寄附による有形固定資産の取得 

(b)ファイナンス・リースによる資産の取得

4,433 千円

　リース料総額が300万円以上の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の
売買取引に係る方法に準じた会計処理によっています。リース料総額が300万円未満のファイ
ナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によってい
ます。

５　消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方法によっています。

　千円未満切捨てにより表示しています。ただし、利益の処分に関する書類については、円
単位で表示しています。

Ⅱ　貸借対照表関係

運営費交付金から充当されるべき

（尾道市からの派遣職員に対する退職給付見積額は上記金額から除いています。）

（尾道市からの派遣職員に対する賞与見積額を含んでいます。）

退職給付見積額

賞与見積額

千円

千円

(1)　退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準

(2)　賞与に係る引当金及び見積額の計上基準

３　引当金の計上基準

　退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係る
引当金は計上していません。

　賞与については、運営費交付金により財源措置がなされるため、賞与に係る引当金は計
上しておりません。

63,657 千円

693,993 千円

336,927

63,802

（令和8年3月31日現在）

(2)　重要な非資金取引

△ 200,000 千円

493,993 千円

現金及び預金

定期預金

資金期末残高



Ⅴ　公立大学法人の業務運営に関して住民等の負担に帰せられるコスト

１　業務費用

(1)損益計算書上の費用

(2)（控除）自己収入等

 業務費用合計

２　資本剰余金を減額したコスト

３　機会費用

地方公共団体出資の機会費用

４　公立大学法人の業務運営に関して住民等の負担に帰せられるコスト

公立大学法人の業務運営に関して住民等の負担に帰せられるコストの注記における

機会費用の計上方法

  (1)地方公共団体出資の機会費用の計算に使用した利率

レベル1の時価 ：

レベル2の時価 ：

レベル3の時価 ：

Ⅵ　金融商品の時価等

(1)　金融商品の状況に関する事項

(2)　金融商品の時価等に関する事項

決算日における新発10年国債利回りである、0.02366で計算しています。

同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格に
より算定した時価

レベル1のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプッ
トを用いて算定した時価

重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

 時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイ
ンプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベル
に時価を分類しています。

(注1) 負債に計上されているものは、( )で示しています。

(注2) 時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、
以下の三つのレベルに分類しています。

（単位：千円）

差額

　期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。
なお、現金は注記を省略しており、預金、未収入金及び未払金は短期間で決済されるため時
価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しています。

　資金運用については、短期的な預金並びに国債、地方債等に限定しています。

　また、リース取引を固定資産の取得に利用しています。

(3,588)

87,597 千円

945,491

87,597

(250,956)(1)リース債務 (254,545)

貸借対照表計上額 時価

△ 889,698

698,511 千円

千円

千円

千円

千円

159,380

1,588,210 千円



Ⅰ　重要な会計方針の「１．収益の計上基準」に記載のとおりです。 

オンデマンド印刷システム構築賃貸借 18,414 13,810

Ⅷ　収益認識に関する事項

　当法人は、以下に記載する内容を除き、会計基準第84における収益に重要性が乏しいため、注
記を省略しています。

(1)　収益の分解情報

　当法人は、教育・研究業務及びその他の事業を実施しており、基準第84を適用する取引に係る
主なサービス等の種類と収益の額は、検定試験の実施による検定料収益32,793千円です。

(2)　収益を理解するための基礎となる情報

ＣＧ実習室システム構築賃貸借 67,367 56,139

Ⅶ　会計上の見積りに関する注記

Ⅹ　重要な後発事象

　記載事項はありません。

 リース債務の時価については、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リス
クを加味した利率を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル2の時価に分類
しています。

（単位：千円）

Ⅸ　重要な債務負担行為

リース債務

令和７年度以降
支出予定額

契約金額

116,424

学務システム構築賃貸借 86,882 50,681

図書館システム構築賃貸借 17,376 10,136

件名

全学情報処理システム構築賃貸借 199,584

　識別した重要な会計上の見積りはありません。



附　 属　 明　 細　 書



期首 当期 当期 期末 差引当期末

残高 増加額 減少額 残高
当期償却額

当期
減損損失

当期減損損
失相当額

残高

建物 289,396 - - 289,396 102,489 10,572 - - - 186,907

建物附属設備 117,561 946 - 118,508 49,414 7,951 - - - 69,094

構築物 9,018 1,375 - 10,393 7,750 686 - - - 2,642

機械装置 1,622 - - 1,622 1,622 - - - - 0

工具器具備品 374,786 146,673 - 521,459 183,060 69,028 - - - 338,399 ※1

図書 550,922 11,289 66 562,145 - - - - - 562,145

車両運搬費 10,571 0 - 10,571 10,571 - - - - 0

計 1,353,879 160,284 66 1,514,097 354,909 88,238 - - - 1,159,187

建物 2,939,614 1,598,579 - 4,538,193 978,794 89,752 - - - 3,559,399 ※2

建物附属設備 95,183 - - 95,183 48,447 4,559 - - - 46,735

構築物 100,103 38,703 - 138,807 38,544 3,577 - - - 100,263 ※3

工具器具備品 8,139 - - 8,139 8,139 - - - - 0

計 3,143,041 1,637,282 - 4,780,324 1,073,925 97,888 - - - 3,706,398

土地 811,373 - - 811,373 - - - - - 811,373

美術品・収蔵
品

35,133 - 43 35,090 - - - - - 35,090

建設仮勘定 388,245 1,249,037 1,637,282 0 - - - - - 0 ※4

計 1,234,752 1,249,037 1,637,325 846,464 - - - - - 846,464

土地 811,373 - - 811,373 - - - - - 811,373

建物 3,229,011 1,598,579 - 4,827,590 1,081,283 100,324 - - - 3,746,307 ※2

建物附属設備 212,745 946 - 213,692 97,862 12,510 - - - 115,829

構築物 109,121 40,078 - 149,200 46,294 4,263 - - - 102,905 ※3

機械装置 1,622 - - 1,622 1,622 - - - - 0

工具器具備品 382,925 146,673 - 529,599 191,200 69,028 - - - 338,399 ※1

図書 550,922 11,289 66 562,145 - - - - - 562,145

美術品・収蔵
品

35,133 - 43 35,090 - - - - - 35,090

車両運搬費 10,571 0 - 10,571 10,571 - - - - 0

建設仮勘定 388,245 1,249,037 1,637,282 0 - - - - - 0 ※4

計 5,731,673 3,046,604 1,637,392 7,140,886 1,428,834 186,127 - - - 5,712,051

ソフトウェア 1,544 274 - 1,818 1,335 86 - - - 483

電話加入権 0 - - 0 - - - - - 0

計 1,544 274 - 1,818 1,335 86 - - - 483

長期前払費用 122 23 39 106 - - - - - 106

敷金保証金 945 - - 945 - - - - - 945

計 1,067 23 39 1,051 0 0 0 0 0 1,051

※4　建設仮勘定の減少は、附属図書館竣工による建設工事費1,598,579千円、附属図書館屋外テラス建設工事費32,956千円、附属図書館渡り廊
下建設工事費5,747千円によるものです。

※3　構築物の増加は、附属図書館屋外テラス建設工事費32,956千円、附属図書館渡り廊下建設工事費5,747千円によるものです。

有形固定資産
(特定償却資
産以外)

(1)　固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（「会計基準第87　特定の資産に係る費用相当額の会計処
理」による減価償却相当額も含む。）の明細

(単位：千円）

資産の種類
  減価償却累計額

摘要

※2　建物の増加は、附属図書館竣工による1,598,579千円によるものです。

有形固定資産
(特定償却資
産)

非償却資産

有形固定資産
合計

無形固定資産
合計

投資その
他の資産

※1　工具器具備品の増加は、主として附属図書館書架82,490千円、CG実習室システム構築63,657千円によるものです。

減損損失累計額 



(2)　棚卸資産の明細

当期購入・

製造・振替

貯蔵品 108 227 3 108 0 230

合計 108 227 3 108 0 230

(単位：千円)

種類 期首残高

当期増加額 当期減少額

期末残高 摘要
その他 払出・振替 その他

　　　該当事項はありません。

(3)　有価証券の明細

(4)　長期貸付金の明細

　　　該当事項はありません。

　　　該当事項はありません。

(5)　長期借入金の明細

　　　該当事項はありません。

(6)　引当金の明細

　　　該当事項はありません。

(7)　資産除去債務の明細

　　　該当事項はありません。

(8)　保証債務の明細



-

合　　計

期間進行基準 444,073 444,073

前中期目標期
間繰越積立金

教育研究充実積立金

計 2,213,096

1,151,148 -

費用進行基準 270,953 270,953

合　　計 715,026 715,026

 (11) －2  運営費交付金収益

(単位：千円)

(単位：千円)

施設整備事業
教育研究向上・

運営組織改善事業

積立金の名称及び事業名 合計

建物 - - -

合計 -

減価償却相当累計額 △ 976,036 △ 97,888 -

(11)　運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細

 (11) －1  運営費交付金債務

(単位：千円)

交  付  金
当期交付額

-

(9)　資本剰余金の明細

(単位：千円)

期首残高 当期増加額 当期減少額

33,759 - -

資本剰余金

319,884 1,100,000 -

区分

無償譲与

施設費

目的積立金

- -

85,160 -

期末残高

33,759

1,626,804

85,160

1,419,884

1,249,037 -

※1　附属図書館建設工事に係る増加です。

(10)　目的積立金の取崩しの明細

計 1,237,059

業務等区分 令和７年度交付金

寄附金等 0 112,500 -

授業料 147,487 36,537 -

運営費交付金

-

1,626,804

※2　会計基準第８７に規定されている特定の償却資産の償却に伴う増加です。

期末残高

-

-

小計

1,815,026

1,815,026

1,100,000

1,100,000

資本剰余金
運営費交
付金収益

715,026

715,026

当期振替額

1,815,026

1,815,026

期首残高

-

-

交付年度

令和７年度

合　計

184,025

112,500

3,462,133

△ 1,073,925

2,388,208

摘要

※1

※1

※1

※2



16,127 8 2,004 0 0

非常勤 942 7 -

     該当事項はありません。

2,004 - -

- -

金額 支給額 支給人員

4

非常勤 65,129 125

役員

常　勤 15,184 1

計

(12)　運営費交付金以外の地方公共団体等からの財源措置の明細

(13)　役員及び教職員の給与の明細

(単位：千円、人)

区分
報償又は給与 法定福利費 退職給付

支給額 支給人員

56,615 4

事務職員

常　勤 132,739 23 21,636 521 1

非常勤

注)1　役員に対する報酬等の基準及び教職員に対する給与及び退職手当の支給基準の概要
　　　公立大学法人尾道市立大学役員報酬規程、公立大学法人尾道市立大学役員退職手当規程、公立
      大学法人尾道市立大学教職員給与規程、公立大学法人尾道市立大学退職手当規程及び公立大学
      法人尾道市立大学非常勤教職員就業規則に基づいています。

注)2　支給人員は、年間平均支給人員を記載しています。

2,759 - -教員

常　勤 498,802 56 80,794 56,615

計 563,932 181 83,553

33,692 117 3,800 - -

249 6,559

注)3　上記明細には受託研究費等及び受託事業等による人件費は含まれていません。

(14)　開示すべきセグメント情報

     当法人は単一セグメントにより事業を行っているため、記載を省略しています。

(15)　業務費及び一般管理費の明細

0 0

計 746,491 329 110,995 56,615 5

1

合計

常　勤 646,727 80 104,435 56,615 5

非常勤 99,764

計 166,432 140 25,437 521

　管理物品費 252

　消耗品費 6,936

(単位：千円)

教育経費

　旅費交通費 3,479

　水道光熱費 15,837

　印刷製本費 6,877

　賃借料 5,723

　通信運搬費 1,489



　保守費 50,361

　広告宣伝費 221

　修繕費 1,190

　損害保険料 7

　報酬・委託・手数料 15,172

　諸会費 645

　会議費等 332

　貸倒損失 3,216

　減価償却費 63,268

　奨学費 214,863

　雑費 28

　租税公課 1

研究経費

　学生援助費 4,000 393,906

　印刷製本費 2,079

　管理物品費 5,261

　消耗品費 4,110

　通信運搬費 578

　旅費交通費 8,213

　水道光熱費 3,375

　諸会費 1,162

　保守費 273

　賃借料 374

　図書費 66

　減価償却費 86

　報酬・委託・手数料 366

　賃金 90 26,096

　雑費 56

　水道光熱費 3,652

　印刷製本費 912

教育研究支援経費

　消耗品費 3,681

　賃借料 6,687

　通信運搬費 1,410

　旅費交通費 205

11

　保守費 307

　修繕費



　報酬・委託・手数料

　減価償却費 95 1,115

　通信運搬費 2

927　報酬・委託・手数料

　報酬・委託・手数料 514 701

　旅費交通費 1

受託事業費

　給料 12

　消耗品費 173

　賞与 4,195

　報酬 11,932

役員人件費

　福利厚生費 16 18,131

　法定福利費 1,988

　　給料 367,927

　常勤教員人件費

教員人件費

　　法定福利費 79,791

　　退職給付費用 56,615

　　賞与 130,875

　　給料 62,647

　非常勤教員人件費

　　福利厚生費 1,002 636,212

　　福利厚生費 45 67,888 704,100

2,713

　　賞与 2,203

　　報酬謝金費 16

22,023

　減価償却費

89

受託研究費

　会議費等 0

　諸会費 140

　広告宣伝費 132

　　業務委託費 262

　　法定福利費

　雑費 30

　消耗品費

4,812

38



職員人件費

　　賞与 32,400

　　給料 100,339

　常勤職員人件費

　非常勤職員人件費

　　福利厚生費 384 154,898

　　法定福利費 21,252

　　法定福利費 3,741

　　賞与 3,019

　　給料 27,305

　　賃金 3,367 37,492 192,391 1,358,467

　　福利厚生費 59

　管理物品費 13,317

　消耗品費 7,347

一般管理費

　旅費交通費 3,240

　水道光熱費 19,039

　印刷製本費 3,839

　車両燃料費 606

　賃借料 5,308

　通信運搬費 4,360

　損害保険料 1,120

　修繕費 29,158

　保守費 15,118

　報酬・委託・手数料 97,918

　諸会費 1,021

　広告宣伝費 240

　会議費等 27

　雑費 12 226,584

　租税公課 34

　減価償却費 24,835

　交際費 35

業務費及び一般管理費の合計 1,585,052



全　　学 118,313 7(984) ( )は現物寄附の件数で外数です。

合　　計 118,313 7(984)

(16) 寄附金の明細

区　　分 当期受入額（千円） 件 数（件） 摘 要

130 130 -
株式会社等

直接経費 160 962 805 317

（注）上記のうち、現物寄附は 6,049 千円です。

(17) 受託研究の明細

(単位：千円)

委託者 経費の別 期首残高 当期受入額 受託研究等収益 期末残高

間接経費 - 166 166 -
合計

直接経費 175 1,082 925 332

間接経費 - 36 36 -
その他

直接経費 15 120 120 15

間接経費 - 115 115 -

地方公共団体
（設立団体）

直接経費 225 385 610 -

(18) 共同研究の明細

     該当事項はありません。

(19) 受託事業等の明細

(単位：千円)

委託者 経費の別 期首残高 当期受入額 受託事業等収益 期末残高

間接経費 - 174 174 -
合計

直接経費 258 580 779 59

株式会社等
直接経費

間接経費

33

-

195

58

169

58

59

-

独立行政法人
・国立大学法人

直接経費

間接経費

-

-

-

-

-

-

-

-

間接経費 -



(20) 科学研究費助成事業等の明細

種　　目 当期受入額（千円） 件　　数（件） 摘　　要

基盤研究（Ｃ）
(700)

3

609

若手研究（Ｂ）
(700)

1
210

210

基盤研究（Ｂ）
(530)

2
159

挑戦的研究（開拓） 
(100)

30
1

普　通　預　金 485,963

定　期　預　金 200,000

（注）間接経費相当額を記載し、直接経費相当額については外数として（ ）内に記載しています。

(21) 上記以外の主な資産、負債、費用及び収益の明細

　(21)－1 現金及び預金の明細

(単位：千円)

区　　　分 金　　　額 摘　　　要

合 計
(2,030)

7

　 (21)－2 リース債務の明細

(単位：千円)

区　　　分 金　　　額 うち１年以内返済額

教育経費 244,951 52,708

現　　　金 8,030

合　　　計 693,993

1,675

合　　　計 250,956 64,193

一般管理費 5,998



そ　　の　　他 6,699

一　般　管　理　費 39,687

人　　件　　費 2,758

業　　務　　費 19,984

　(21)－3 未払金の明細

(単位：千円)

区　　　分 金　　　額 摘　　　要

固　定　資　産

預　　り　　金 5,678

合　　　　計 392

　(21)－5 長期繰延補助金等の明細

(単位：千円)

区　　　分 金　　　額

建物附属設備 392

科学研究費助成事業等預り金 2,496

所得税預り金等 2,821

合　　　　　計 158,849

　(21)－4 預り金の明細

(単位：千円)

区　　　分

尾道市立大学後援会預り金 36,722

合　　　　　計 62,231

尾道市立大学学友会預り金 11,049

そ　　の　　他 9,141

リ　ー　ス　債　務 233

金　　　額 摘　　　要

83,807


